
商工・港湾振興課　☎33-8513

商工業

企業振興促進条例に基づく奨励措置

　市内に工場等を新設、又は増設する民間事業者に対
し、奨励措置を適用するもの。
�事業所等建設補助金、用地取得等補助金、雇用奨励金の
交付
固定資産税の減免

八代市情報通信関連等事業所立地促進補助金

　市内に情報通信業等の事業所を開設する者に対し、奨
励措置を適用するもの。
�設備投資補助金、事務所賃借料補助金、専用通信回線
料等補助金、雇用促進補助金、専用通信回線等補助金

八代市産業活性化人材・企業育成支援事業

　市内の企業が経営者や従業員に技術向上、研究開発、
経営の研修の受講、資格取得等を行わせる場合や副業人
材を活用する際に助成を行うもの。
補助率：補助対象経費の2/3以内（要件あり）
限度額：1人7万円以内、1企業30万円以内（要件あり）

八代市就業資格取得支援助成金制度

　求職者が就職のために必要な免許や資格の取得に係
る費用（講座等の受講費用・試験等の受験費用など）に対
して助成を行うもの。
補助率：助成対象経費の1/2
限度額：5万円以内

創業支援事業補助金

　市内で新たに創業する人に対し、改装費や設備・備品
費等の経費の一部を支援するもの。
補助率：補助対象経費の2/3以内
補助額：上限20万円

融資制度

制度名 貸付限度額 貸付期間 貸付利率

小口資金融資制度 1,000万円以内 60ヶ月以内 年2.2％以内

中小企業経営安
定特別融資制度

1,500万円以内 7年以内 年2.3％以内

中小企業大規模
小売店対策特別
融資制度

1,500万円以内 6年以内 年1.9％

中小企業設備近代
化資金融資制度

8,000万円以内 10年以内 年2.3％以内

中小企業高度化
資金融資制度

2億円以内 10年以内 年1.75％

中小企業団体合理
化資金融資制度

1億円以内 7年以内 年1.75％

所管施設

1　�やつしろハーモニーホール� �
☎53-0033

2　�がらっぱ広場� �
☎35-4747（まちなか活性化協議会）

3　�サンライフ八代� �
☎32-7171

4　�八代市働く婦人の家「フレンドリーやつしろ」� �
☎35-6460

5　�八代高等職業訓練校� �
☎32-7501

産業・経済

安心なまちやつしろプロジェクト

　市内の事業所における新型コロナウイルス感染症の
感染予防対策を推進し、地域経済の回復と活性化に寄与
する八代商工会議所や八代市商工会など経済団体や県、
市で組織する団体。

�安心なまちやつしろプロジェクト推進会議事務局の連絡先��

熊本県八代市松江城町6-6　八代商工会議所�事務局（1階）��
☎070�-7651-�8246� �

https://8246.anshinnamachi.com/

安心なまちやつしろプロジェクトのHPを活用しよう

　八代市内にある事業所の感染対策を見る事ができます
　プロジェクトの概要がまとめられています
　飲食店版認証店の店舗検索ができます。
　認証店の取組概要を見る事ができます

� 安心なまちやつしろプロジェクト
� の取組についてはコチラから
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農林業

　農業を振興していく上で必要とされる地域を定めた
計画。この中の農用地区域については、農業の発展に必
要な措置が集中的に行なわれ、農地以外での土地利用が
厳しく制限されています。

計画の変更申出（農振除外）

　一定の要件を満たせば、農用地区域内の農地を農地以
外の用途で利用することも可能です。その場合、農業振
興地域整備計画を変更する必要があり、その受付は、3
月、9月の年2回となっています。

農業振興地域整備計画

農林水産政策課　☎33-4117

　新規就農者の確保・育成や、担い手農家の経営支援の
ための各種事業の相談、申請受付等を行います。

主な支援制度

認定農業者制度

　効率的で安定的な経営体を目指すための5カ年計画
「農業経営改善計画」を作成した農業者を市が認定。認定
農業者を要件とする国事業を受けられるほか、制度資金
においても優遇措置があります。

農業次世代人材投資事業

　就農直後の経営確立を支援するため、50歳未満の独
立自営就農者に対し、年間最大150万円の交付金が受け
られる制度です。

農業制度資金

　営農のための運転資金や、機械・施設導入に際しての
資金などを借り入れる場合に、利子補給等の措置が受け
られます。

営農支援

農林水産政策課　☎33-4117

　適切な肥培管理による生産コストの低減と、生産性
向上による経営の安定を図ることを目的に土壌分析を
行っています。
土壌分析診断　10項目　2,030円
※�料金については減免措置が受けられる場合があります。

土壌分析診断

農事研修センター　☎52-1815

　離農などにより耕作が困難となった農地を、規模拡大
を希望する担い手農家へ集積することで、耕作放棄地の
発生防止や経営コストの削減を図るための事業です。

農地中間管理事業

　農地の貸し借りを円滑に行うため、熊本県農業公社
（農地バンク）が、農地の貸し手と借り手の間に立ち、相
談、募集、貸し借り、賃借料の徴収・支払などの業務を行
います。この制度の利用で「機構集積協力金」が受けられ
る場合があります。

八代市農地集積対策事業

　農地集積による規模拡大に伴い必要となる機械・施設
の導入経費の1/2以内（上限100万円または50万円）を
補助します。

農地集積事業

農林水産政策課　☎33-4117

�千丁農林水産地域事務所　☎46-1102

市民農園

　市民の皆さんに野菜や花を栽培する場を提供するこ
とで、食や農業に対する理解を深めてもらうことを目的
に、市民農園を開設しています。

千丁ふれあい農園　35㎡×36区画
※�利用料金についてはお問合せください。

畳表張替え促進事業

　いぐさ産地の存続と畳文化の継承を目的として、畳表
を張替える場合に経費の一部を助成します。
�対象者／八代市内に住所を有する者で、自らが居住す
る家屋の畳表の張替えを行う者
助成額／�畳表1枚につき、1千円。� �

（1世帯当の上限1万6千円）
�助成対象となる畳表� �
「くまもと畳表QRコード付タグ」が挿入されている畳
表（畳表持込による張替えは、補助対象外）
�対象畳店� �
八代市の小規模工事業者として登録のある畳店

い業機械再生支援事業

　いぐさ専用機械の老朽化、機械メーカーの撤退等によ
る厳しい生産環境を改善するため、生産農家が所有する
いぐさ関連機械の修理・オーバーホールを行う場合に経
費の一部を補助します。
�対象者

　①八代市内に住所を有するいぐさ生産者
　②�①から原草を購入し、畳表に加工して出荷する八代

市内に住所を有する者
�補助対象機械

　 いぐさハーベスタ　 色彩選別機
　 その他のいぐさ専用機械
�補助額／経費の1/2以内で上限10万円（消費税等を
除く）

い業振興対策

農業振興課　☎33-8751
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　「くまもと県産い草」「くまもと県産い草畳表」「八代特
産晩白柚」「八代生姜」「くまもと塩トマト」は、農林水産
省の地理的表示保護制度（GI）に登録されています。
　この登録によって、基準を満たす生産者だけが「地理
的表示」を名称として使用でき、高品質のものだけが、
GIとして市場に流通します。

GIシール

①�「地理的表示」を生産地や品質等
の基準とともに登録。

②�基準を満たすものに
「地理的表示」の使用
を認め、GIマークを
付す。

③�不正な地理的表示の使用は行政
が取締り。

④�生産者は登録された団体への加
入等により、「地理的表示」を使
用可。

制度の大枠

�基準を満たす生産者だけが「地理
的表示」を名称として使用可能。

�品質を守るもののみが市場に流
通。
�GIマークにより、他の製品との
差別化が図られる

�訴訟等の負担なく、自分たちの
ブランドを守ることが可能。

�地域共有の財産として、地域の
生産者全体が使用可能。

効　果

地理的表示保護制度（GI）

　地理的表示保護制度（Geographical　Indication）
とは、地域で育まれた伝統と特性を有する農林水産物・
食品のうち、品質等の特性が産地と結び付いており、そ
の結び付きを特定できるような名称（地理的表示）が付
されているものについて、その地理的表示を知的財産と
して国に登録することができる制度です。

有害鳥獣防護柵設置事業補助金

� 農業振興課　☎33-8751

　イノシシ、シカなどの獣類やカモ、スズメなどの鳥類
による農作物の被害を防止するために、防護柵や防鳥
ネットの購入に係る経費の一部を助成します。
�対象者／八代市内に住所を有し、市税の滞納がなく、
次のいずれかに該当する者
農業所得の申告を行っている者
対策を行う農地が概ね3a以上であること
�補助額／資材購入経費の1/2以内の額（農地1か所当
たりの上限額2万円）

　八代産の木材を使用した木造住宅の新築、改築、増築
またはリフォームを行う場合に木材の使用量に応じて
経費の一部を助成します。

新築の場合
　床面積×4千円/坪（上限20万円）

増改築の場合
　床面積×4千円/坪（上限10万円）

増築、リフォーム等の場合
　木材使用材積数量×1万円/立米（上限10万円）
※詳細はお問い合わせください。

八代産材の利用促進

　森林の土地を新たに取得（新規に取得または相続等）
した場合は、届出が必要です。

届出の手続き
①届出書（森林法施行第7条1項）
②当該土地の位置を示す地図
③�当該土地の登記事項証明書その他届出の原因を称す
る書面

森林の土地を取得したとき

水産林務課　☎33-4119

産地の取り組み

農業振興課　☎33-8751

くまもと畳表QRコード付タグ

　外国産との差別化、産地偽装防止を目的として、生産
者が畳表1枚1枚に「くまもと畳表QRコード付タグ」を
挿入しています。
　QRコードを読み取るだけで、生産者情報や栽培履歴
等を見ることができます。

条件

　以下の①から③の要件を満たすもので熊本県い業協
同組合の確認を受けたもの
①熊本県産いぐさを原料としたもの
②県証糸が使用されたもの
③天然染土100％で、着色剤が使用されていないもの
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　「フードバレーやつしろ」とは、本市が有する豊富な農
林水産物やそれらを活用した加工品の高付加価値化や、
食品関連産業の集積など、「食」に関連するあらゆる産業
の振興・発展を促進することで地域活性化を図る取り組
みです。
　また、熊本県では「くまもと県南フードバレー推進協
議会」を設立し、県南地域（八代、水俣・芦北、人吉・球磨）
の15市町村を対象にフードバレーの取り組みを進めて
います。
　当協議会では、展示会への出展支援や商品開発支援、
バイヤーを招聘した個別商談会の開催やセミナーを実
施するとともに、メールマガジンで各種助成金の情報提
供なども行われています（入会無料）。
　八代市では、「6次産業化・農商工連携支援」「国内販路
開拓支援」「海外販路開拓支援」をテーマに様々な支援を
行っています。
1．�6次産業化・農商工連携に関する取り組み� �
生産・加工・販売の取り組みを農林水産業者が行う「6
次産業化」や、農林水産業者と食品製造業者が連携し
た商品づくりなどにおける様々な課題解決を支援
しています。また、事業展開の見直し、既存商品のブ
ラッシュアップのお手伝いも行っています。

2．�国内販路開拓に関する取り組み� �
国内における販路開拓に取り組みたい生産者や事業
者の皆様を支援しています。小売店や飲食店などへ
の商品提案に加えて、市内の農林水産物や一次加工
品などを食品メーカー等へ提案しています。

3．�海外販路開拓に関する取り組み� �
輸出に関するセミナーやワークショップの開催、海
外バイヤーの招へい、展示会出展等を通して、海外へ
の販路開拓に取り組む生産者や事業者の皆様を支援
しています。

フードバレー推進課　☎33-8780

フードバレーやつしろ（6次産業化・農商工連携・国内外販路開拓）

　補助制度は令和3年度の内容です。
　令和4年度については変更の可能性がありますので、
詳細はお問い合わせください。

リーファーコンテナ利用補助金

　八代港の国際及び国内コンテナ定期航路を利用した
加工品を含む農林水産物の輸出促進を目的として、リー
ファーコンテナで輸出する荷主に対し、補助金を交付し
ます。

支援の内容

�対象者／八代港を利用し、農林水産物を輸出する八代
市内の荷主または八代地域の農林水産物を輸出する
荷主。
�対象経費� �
①海上運賃②ターミナル取扱費用ほか。

�補助金額／補助対象経費額2分の1（上限額：14万円）
※詳細はお問い合わせください。

八代市農林水産物等販路拡大事業補助金

　八代市の農林水産物等の販路を開拓し需要の拡大を
図るため、国内外において商談会等に出展する事業者に
対して補助金を交付します。

支援の内容

�対象者／市内に本社または主たる事業所等を有する
農林水産業者、商工業者等。
�対象事業� �
農林水産物等の販路拡大・販路開拓に資する商談会、
展示会、その他イベントの開催、出展等。

�対象経費� �
①出展料（オンライン商談会等の登録料、参加料等を
含む。）�②商談設定料（オンライン商談会等に限る。）�
③会場使用料�④展示装飾費�⑤輸送費�⑥広告物製作
費（オンライン商談会等のPR動画作成費、掲載料等を
含む。）�⑦通訳費�⑧旅費�⑨委託料�⑩サンプル費

�補助金額／補助対象経費額2分の1（上限額：35万円）
※�詳細はお問い合わせください。

補助制度

　上記の1～3は、各分野における専門家（アドバイザー）
と市が連携して事業者の皆様を支援します。

支援制度
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農業委員会� 農業委員会事務局　☎33-6342

　（農地法第3条の3第1項の規定による届出書（農地の
相続等の届出書））
※相続登記等の完了後に農業員会へ届出が必要です。

届出が必要な人� �
　農地法許可を要さずに以下の理由で農地の権利を取
得した人
相続（遺産分割・包括遺贈を含む）
法人の合併・分割　 時効

届出の手続き

①届出書（農地法第3条の3第1項）
②相続が確認できる登記完了書の写し

相続等により農地の権利を取得したとき

　農業委員と農地利用最適化推進委員は、農業生産力の
増進を支援する組織として、①担い手への農地利用の集
積・集約化、②遊休農地の発生防止・解消、③新規参入の
促進を通じて、地域農業の発展に取り組んでいます。

農地利用の最適化の取り組み

　農地を農地以外（宅地や山林など）に転用するときは、
農業委員会の許可が必要です。
　農地の転用は、農地法をはじめ、その他の法律で規制
されている土地もあります。計画にあたっては、事前に
農業委員会と十分協議をお願いします。

許可申請

　許可申請は、その内容によって次の2つに分かれます。
�農地法第4条申請…自分の所有する農地を所有者自身
が転用するとき。
�農地法第5条申請…自分の所有する農地を所有者以外
の人が買ったり、借りたりして転用するとき。

農業振興地域農用地内の転用について

　農業振興地域農用地内の農地を転用するときは、事前
に「農業振興地域農用地除外認定」が必要となります。
（ただし、除外できない農地もあります。）

農地を転用するとき

　売買、貸借などにより農地の権利（所有権・賃貸借権・
使用貸借権など）を移転や設定するには、農業委員会の
許可が必要です。（農地法第3条）

許可の条件

　次の条件に適合する場合に、権利の移転や設定ができ
ます。
①�農地の権利を取得しようとする者又はその世帯員等
が、権利を有している農地及び許可申請に係る農地の
すべてについて、効率的に利用して耕作の事業を行う
と認められるもの。（全部効率利用要件）
②�法人の場合は、農地所有適格法人であること。（農地所
有適格法人要件）� �
※貸借であれば農地所有適格法人の要件を満たすことは不要

③�農地の権利を取得しようとする者又はその世帯員が、
その取得後において行う耕作に必要な農作業に常時
従事すると認められるか。（農作業常時従事要件）
④�取得後の農地面積の合計が原則50アール以上あるか
どうか。（下限面積要件）
⑤�取得後において行う耕作の事業の内容及び農地の位
置・規模からみて農地の集団化、農作業の効率化その
他周辺の地域における農地の農業上の効率的かつ総
合的な利用の確保に支障を生じないか。（地域との調
和要件）
　許可基準の詳細については農業委員会にお問い合わ
せください。

許可申請手続き

　許可申請には、次のものが必要となります。
①申請書
②売買・貸し借りする農地の全部事項証明書、字図
③その他必要な書類（事務局等にお尋ねください）

農地を売買・賃借するとき

　毎年8月頃に、管内の全ての農地の利用状況を調査し
ます。（農地法第30条）
　利用状況調査の結果を踏まえ、遊休農地と判断された
場合、毎年11月末頃までに所有者等に対する利用意向
調査を実施します。（農地法第32条）
　また、遊休農地状態が継続すると、固定資産税の見直
しにつながることもあります。

農地の利用状況調査（農地パトロール）について
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